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東京海上保安部

東京湾海難防止協会
東京地域連絡会

東京海上保安部からの連絡事項



東京海上保安部令和７年 東京管内 船舶事故発生状況

船舶事故発生分布図
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船種別発生隻数 別ファイルで作成

5/20 PB 浸水

5/19 漁船
運航不能（推進器障害）

10/8 作業船・土砂運搬船 衝突

7/19 クラブ浚渫船
単独衝突

5/7 PB 火災

8/2 PB単独衝突

9/11 PB2隻 運航不能（無人漂流）

4/12 旅客船 乗揚

6/14 PB 浸水
PB 転覆

3/22 PB  運航不能（機関取扱不注意）

5/1 PB 乗揚

11/20 PB 乗揚

2/28 PB 乗揚

8/24 PB 乗揚

5/1 押船 乗揚

合計 １９隻
凡例

衝突 ２隻

単独衝突 ２隻

運航不能 ５隻

浸水 2隻

転覆 1隻

乗揚 ６隻

火災 1隻

※PB：プレジャーボート

1/3 PB  運航不能（推進器障害）



東京海上保安部

事故事例【衝突】

発生日時:令和７年１０月８日
発生場所:豊洲運河
事故船舶:作業船(７トン、８名乗り)

土砂運搬台船（２３７トン、押船（２名乗り）により押航）
事故概要:豊洲運河を航行していたところ行き交う際に衝突したもの。

作業船に乗船していた1名が死亡、4名が負傷。
原 因:見張り不十分

令和７年 東京管内 船舶事故発生状況



東京海上保安部
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人身事故発生分布図

R6 １９
R7 １２

昨年比 –７

別ファイルで作成

1/24 負傷

7/7 負傷

6/21 負傷

11/13 負傷

1/27 負傷 4/4 負傷

11/3 帰還不能
6/24 海中転落

1/19 海中転落

12/9 海中転落

7/9 人身その他

2/27 病気

令和７年 東京管内 人身事故発生状況



東京海上保安部

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

全国 803 810 900 805 858 798 845 820 837 772 735 702

１都3県 90 102 96 87 107 86 86 91 98 113 66 60
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マリンレジャーに伴う事故発生状況の推移

 東京保安部管内でのマリンレジャーに伴う事故は依然少ない
 一方で、東京管内（東京、埼玉等）居住者が他の地域で人身事故の当事者になる

ケースは多い



東京海上保安部

 東京、埼玉など首都圏から全国各地に赴いてマリンレジャーを行う人々に着目

 多くの人が集まる場所のデジタルサイネージを活用

ボートレース場

渋谷109付近

ダイバーシティ東京

【掲載箇所】
９箇所（令和6年度）

⇓
１４箇所（令和7年度）

⇓
６３箇所（令和8年7月現在)

※うち50箇所が港区有施設

ゆりかもめ発車標

東京国際クルーズターミナル

若洲ヨットハーバー港区設置のデジタルサイネージ

首都圏居住者の事故対策



東京海上保安部

１都３県の教育委員会を通じて、小学校～高校（全約5,100校）に
安全情報を周知、生徒に展開

 小学生、中学生、高校生の事故が多発する夏休みの前に効果的な安全啓発を
実施

各都・県の居住者の事故事例を掲載し、事故が身近にあることを理解してもらう。

埼玉県

東京都

群馬県

栃木県

◎

◎
◎

◎

東京都教育委員会

栃木県教育委員会群馬県教育委員会

埼玉県教育委員会

<配布資料（東京ver.）>
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過去５年のマリンレジャーに伴う事故（月別統計）

首都圏居住者の事故対策



東京海上保安部

①小型船舶に対する安全啓発
• 旧江戸川河口付近における乗揚防止
• 東京港におけるルール・マナーの周知
• 発航前点検の徹底、業者による定期点検の推進

②人身事故に対する安全啓発
• １都３県（東京・埼玉・群馬・栃木）居住者に向けた啓発活動
• 工事・作業関係者の海難防止意識の醸成

引き続き上記方針に基づき官民一体で活動

東京地区海の安全運動推進連絡会議
東京湾海難防止協会が事務局となっている東京地区の海の安全運動の推進母体として、官民の関係者が一体となって、海事関係者をはじ

め、広く国民に対し海難防止思想の普及と高揚並びに海難防止に関する知識の習得等を図り、もって海難の発生を防止することを目的とし
て設置

令和８年４月８日
令和８年度東京地区海の安全推進連絡会議
が開催され以下方針を決定

開催状況


